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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。 

４ 第128期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第128期
第３四半期
連結累計期間

第129期
第３四半期
連結累計期間

第128期

会計期間 自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 （百万円） 31,573 30,322 43,868 

経常利益 （百万円） 1,277 926 1,685 

四半期（当期）純利益 （百万円） 569 126 770 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 468 25 384 

純資産額 （百万円） 22,714 22,482 22,631 

総資産額 （百万円） 40,050 38,907 42,012 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 （円） 19.74 4.39 26.72 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 44.6 45.5 42.4 

回次
第128期
第３四半期
連結会計期間

第129期
第３四半期
連結会計期間

会計期間 自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△） （円） 10.27 △4.80 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 
なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間につきましては、一般市場向けの内線工事やデマンド監視装置などの売上

高の増加がありましたものの、電力業界における設備投資及び修繕費の徹底的な削減に伴い、配電用機

器、計器修理、計器失効替工事などの売上高が減少いたしました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は30,322百万円（前年同四半期比4.0％減）、経常利

益は926百万円（前年同四半期比27.5％減）、四半期純利益は126百万円（前年同四半期比77.7％減）の

減収減益となりました。 

  

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

[電力機器関連事業] 

電力機器関連事業では、デマンド監視装置などが増加したものの、配電用機器などの減少により、事

業全体の売上高は6,141百万円（前年同四半期比13.9％減）、セグメント損失は348百万円となりまし

た。 

[計器関連事業] 

計器関連事業では、計器修理、計器失効替工事などの減少により、事業全体の売上高は21,481百万円

（前年同四半期比5.5％減）、セグメント利益は996百万円（前年同四半期比23.1％減）となりました。 

[不動産・工事事業] 

不動産・工事事業では、内線工事などの増加により、事業全体の売上高は2,700百万円（前年同四半

期比58.2％増）、セグメント利益は238百万円（前年同四半期比14.3％減）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、売上債権やたな卸資産などの増加がありましたものの、現

金及び預金や繰延税金資産などの減少により、38,907百万円（前連結会計年度末比3,104百万円減）と

なりました。 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、仕入債務、未払金、未払費用の減少や法人税等、賞与の

支払などにより、16,425百万円（前連結会計年度末比2,956百万円減）となりました。また、純資産合

計はその他有価証券評価差額金や利益剰余金などの減少により、22,482百万円（前連結会計年度末比

148百万円減）となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は1,290百万円でありま

す。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成23年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成24年２月10日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 29,040,000 29,040,000 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は1,000
株であります。 

計 29,040,000 29,040,000 － － 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(百万円) 
 

資本金残高 

(百万円) 
 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日 

― 29,040,000 ― 1,452 ― 527 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載

をしております。 

  

① 【発行済株式】 
平成23年12月31日現在 

 
（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式786株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成23年12月31日現在 

 
（注） 当第３四半期会計期間末日現在の当社所有の自己株式数は、200,452株となっております。 

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） － －普通株式 199,000 
完全議決権株式（その他） 普通株式 28,596,000 28,596 －

単元未満株式 普通株式 245,000 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数  29,040,000 － －

総株主の議決権 － 28,596 －

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）      

東光電気株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目７番１号 199,000 － 199,000 0.68 

計 － 199,000 － 199,000 0.68 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月

１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 11,577 9,066 
受取手形及び売掛金 6,562 ※  6,829 

有価証券 1,000 1,000 
商品及び製品 1,728 1,871 
仕掛品 2,592 2,933 
原材料及び貯蔵品 2,401 2,678 
その他 832 478 
流動資産合計 26,694 24,859 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 15,435 15,443 
減価償却累計額 △8,139 △8,434 

建物及び構築物（純額） 7,296 7,008 
その他 12,022 11,949 
減価償却累計額 △9,708 △9,845 

その他（純額） 2,314 2,104 

有形固定資産合計 9,610 9,112 
無形固定資産   
のれん 1,019 810 
その他 460 401 
無形固定資産合計 1,479 1,212 

投資その他の資産   
投資その他の資産 4,243 3,737 
貸倒引当金 △15 △13 

投資その他の資産合計 4,227 3,724 

固定資産合計 15,318 14,048 

資産合計 42,012 38,907 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 6,367 5,154 
短期借入金 2,170 2,170 
未払法人税等 611 59 
賞与引当金 879 515 
その他 2,069 1,453 
流動負債合計 12,098 9,352 

固定負債   
長期借入金 1,380 1,070 
修繕引当金 648 734 
退職給付引当金 4,271 4,288 
役員退職慰労引当金 41 41 
環境対策引当金 60 60 
その他 881 878 
固定負債合計 7,283 7,072 

負債合計 19,381 16,425 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 1,452 1,452 
資本剰余金 527 527 
利益剰余金 15,875 15,828 
自己株式 △84 △84 

株主資本合計 17,770 17,723 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 68 5 
為替換算調整勘定 △20 △27 

その他の包括利益累計額合計 48 △21 

少数株主持分 4,812 4,781 
純資産合計 22,631 22,482 

負債純資産合計 42,012 38,907 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 31,573 30,322 
売上原価 25,762 24,822 
売上総利益 5,811 5,500 
販売費及び一般管理費 4,546 4,606 
営業利益 1,265 893 

営業外収益   
受取利息 2 4 
受取配当金 28 17 
受取保険金 6 6 
雑収入 14 43 
営業外収益合計 52 72 

営業外費用   
支払利息 31 27 
たな卸資産廃棄損 2 8 
為替差損 0 － 
雑支出 4 3 
営業外費用合計 40 39 

経常利益 1,277 926 

特別利益   
固定資産売却益 0 － 

特別利益合計 0 － 

特別損失   
固定資産除却損 13 11 
投資有価証券評価損 1 68 
会員権評価損 － 3 
環境対策引当金繰入額 60 － 

特別損失合計 75 83 

税金等調整前四半期純利益 1,201 842 
法人税、住民税及び事業税 312 152 
法人税等調整額 274 591 
法人税等合計 586 744 

少数株主損益調整前四半期純利益 615 98 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 46 △28 

四半期純利益 569 126 

6921/2012年-10-



【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 615 98 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △108 △62 
為替換算調整勘定 △39 △10 

その他の包括利益合計 △147 △73 

四半期包括利益 468 25 

（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 431 56 
少数株主に係る四半期包括利益 36 △31 
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【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期

間末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）

及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当第３四半期連結会計期間の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成24年３月31日までに解消が見込まれるものは

40.38％、平成24年４月１日から平成27年３月31日までに解消が見込まれるものは37.71％、平成27年４月１日以降

に解消が見込まれるものは35.33％であります。 

 これにより、繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が260百万円減少し、当第３四半期連結累計

期間に計上された法人税等調整額が260百万円増加しております。 
 

 

 前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

受取手形 ― 40百万円 

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年12月31日)

減価償却費 1,099百万円 891百万円 
のれんの償却額 208百万円 208百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円.
銭)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 普通株式 72 2.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

平成22年10月28日 
取締役会 普通株式 72 2.50 平成22年９月30日 平成22年12月１日 利益剰余金 

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円.
銭)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 普通株式 100 3.50 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

平成23年10月28日 
取締役会 普通株式 72 2.50 平成23年９月30日 平成23年12月１日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△18百万円は、セグメント間取引消去に係るものであります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額7百万円は、セグメント間取引消去に係るものであります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

電力機器関連
事業 計器関連事業不動産・工事事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 7,134 22,732 1,706 31,573 － 31,573 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 2,946 98 11 3,056 △3,056 － 

計 10,080 22,831 1,717 34,629 △3,056 31,573 

セグメント利益又は損失（△） △291 1,297 277 1,283 △18 1,265 

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
（注）２

電力機器関連
事業 計器関連事業不動産・工事事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 6,141 21,481 2,700 30,322 － 30,322 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 2,684 67 13 2,765 △2,765 － 

計 8,825 21,548 2,713 33,087 △2,765 30,322 

セグメント利益又は損失（△） △348 996 238 886 7 893 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

平成23年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………72百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月１日 
（注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 19円74銭 4円39銭 

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 569 126 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 569 126 

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,845 28,840 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成24年２月10日

東光電気株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

光電気株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成

23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
 四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
 監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
 監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

独立監査人の四半期レビュー報告書

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士    二 階 堂  博   文    印 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士    寺    田    一  彦    印 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士    橋    本    純    子    印 
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正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光電気株式会社及び連結子会社の平成23

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
 利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

   

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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